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①人権尊重

リスクマップ・サマリーリスクマップ・サマリー

＝優先度中 低高

評価視点

リスク発生の要因 事業への影響

主な対策 国際潮流

項目 内容

時間軸 短・中・長期

主な関
係部門

調達責任部門、製造責任部門、物流
責任部門、営業責任部門、企画開発
責任部門、店舗運営責任部門

リスク度

対象の工程

原料 資材 製造 物流 小売

高リスク

法の下の平等、司法の独立、拷問禁止など、国家による基本的人権の保障状況を示す国際指標を用いて、

人々の権利が制度面・運用面の両面で実質的に保障されているか。

• バリューチェーン上の調達国における法制度の脆
弱性や紛争の継続、権利制約、腐敗・行政の不安
定性。

• 多層的な構造を起因としたバリューチェーンの不
透明性（原産地・労働環境の把握が困難）。

• 通報制度やハラスメント対策が十分に機能しない
場合の問題の潜在化や権利侵害。

• 小売店舗での従業員へのハラスメントや消費者の
権利侵害（不良品対応・不適切なサービス等）。

• バリューチェーン上でのストライキ、リスクが高い
国での紛争による調達障害や供給量への影響。

• 人権侵害の露呈による国際NGO・メディア告発や
SNS拡散を通じた企業レピュテーションの毀損およ
び事業活動への深刻な影響。

• 全事業におけるバリューチェーンのトレーサービリ
ティー強化。人権デュー・ディリジェンスの継続的
な実施体制の整備。

• 高リスク原料（茶類・コーヒー・パーム）調達先を
優先した第三者評価と改善要求の継続的な実施。

• NGO・業界団体とのエンゲージメントを通した情
報収集や改善施策の実効性向上。

• 業界横断プラットフォーム利用の拡大などバリュー
チェーン全体でのリスク管理枠組み強化。

高

高

中

• 欧州CSDDD（企業持続可能性デュー・ディリジェ
ンス指令）や米国の強制労働輸入規制強化による
企業に求められる説明責任・透明性要件の高度化。

• ESG評価の厳格化を背景とした人権尊重への国際
的要求の強化。

• 改善結果の定量的開示・ステークホルダーへの説
明責任の義務化。

高

中

中

中
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②強制労働・不当な低賃金労働の防止

リスクマップ・サマリーリスクマップ・サマリー

＝優先度中 低高

評価視点

リスク発生の要因 事業への影響

主な対策 国際潮流

強制労働の発生規模、社会的脆弱性、政府の対応力、最低賃金制度などの賃金関連法制度の整備状況を
もとに、強制労働・労働搾取が構造的に発生しやすい環境かどうか。

• 原料（茶類・コーヒー）産地における賃金未払い
や過重労働、強制労働を生じやすい環境。

• 物流2024年問題や原油高騰を背景としたドライ
バーへの低賃金や無償作業の発生しやすい環境。

• 繁忙期や急な増産依頼による時間外労働前提の生
産増加や長時間労働を常態化しやすい構造。

• サプライヤー（製造・物流）への過度な短納期や
価格引き下げ要求が強制労働を誘発する可能性。

• サプライヤーにおける強制労働疑義が、国際規制
上の調達停止要請に直結するリスクをはらむとと
もに、供給遅延・欠品・生産計画の乱れを招く。

• 自社を含むバリューチェーン上での強制労働・低
賃金問題の発覚が行政指導や報道を通じてブラン
ド毀損に直結。

• 労働環境悪化による離職率増加や人手不足がもた
らす生産性低下及び事業継続のリスク。

• 購買慣行の見直し、過度な納期短縮を抑制する方
針の策定や運用。過重労働を発生させない仕組み
の整備。

• 自社を含むバリューチェーンにおける賃金管理の
徹底。ガイドラインの策定と浸透。

• 高リスク原料（茶類・コーヒー）のサプライヤー
に対する定期的なエンゲージメント実施。NGOや
業界団体との対話を踏まえた継続的なキャパシ
ティービルディングの構築。

高

高

中

• 欧州CSDDD（企業持続可能性デュー・ディリジェ
ンス指令）や米国の強制労働輸入規制強化を背景
とした企業に求められる説明責任・透明性要件の
高度化。

• 茶・コーヒー・パーム油等の主要原材料における
認証制度の厳格化と量KPIの開示義務化の進展。

• 業界横断プラットフォームによるデータ共有の拡
大と人権リスクの可視化の加速。

高

中

中

対象の工程

リスク度

高リスク

原料 資材 製造 物流 小売

項目 内容

時間軸 短・中・長期

主な関
係部門

調達責任部門、製造責任部門、物流
責任部門、営業責任部門、企画開発
責任部門
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③児童労働の禁止

リスクマップ・サマリーリスクマップ・サマリー

＝優先度中 低高

評価視点

リスク発生の要因 事業への影響

主な対策 国際潮流

児童労働率・在学状況・危険有害労働の割合と、最低就業年齢や禁止規定などの保護制度の整備状況を
確認し、児童労働が発生し得る実態と、それを防ぐ制度が機能しているか。

• 原料（茶類・コーヒー）産地における構造的環境。
貧困、教育機会の欠如、小規模農家の多さによる
収穫期に子どもが労働に従事しやすい環境。

• 自社を含めたバリューチェーンにおける年齢確認
の不徹底による就労年齢違反を見逃しやすい構造。

• バリューチェーンの多層化による農園レベルの実
態把握が困難な構造。

• 児童労働は国際的に“ゼロ・トレランス”で扱われ、
一度の発覚でも重大なレピュテーション毀損につ
ながるリスク。

• サプライヤーや主要顧客からの調査要請や是正対
応の増加による人事・調達・法務など社内関連部
門の負荷増。

• 重大事案化した場合の調達停止要請による生産遅
延。

• 茶類・コーヒーの原産地、農園レベルまでのト
レーサビリティの確立。

• 高リスク調達地域を優先した実態確認と継続的モ
ニタリングの実施。

• 自社を含むバリューチェーン全体における全雇用
形態を対象とした年齢確認プロセスの確立。

• 児童労働が発覚した場合の収入補填を含む救済措
置の事前想定。

• 児童労働は強制労働と並ぶ重大な人権リスクとし
て国際基準・規制上の重点確認事項に位置づけら
れ、国際社会からの監視圧力が一層強化。

高

中

低

高

高

対象の工程

リスク度

原料 資材 製造 物流 小売

中リスク

項目 内容

時間軸 中・長期

主な関
係部門

調達責任部門、営業責任部門、企画
開発責任部門
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④差別の撤廃

リスクマップ・サマリーリスクマップ・サマリー

＝優先度中 低高

評価視点

リスク発生の要因 事業への影響

主な対策 国際潮流

教育・労働参加・健康・政治参画などの男女格差に関するデータと、ジェンダー平等を促進する制度・
政策の整備状況を用いて、性別に基づく不平等や社会参画の偏りが存在しないか。

• バリューチェーン上での人種・宗教・国籍に関す
る差別・マタニティハラスメント・セクシュアル
ハラスメント等の発生しやすい環境。

• 採用・評価・配置・昇進における性別・国籍・年
齢・障がいの有無等に基づく差別的決定が生じや
すい構造。

• 相談窓口の機能不全による問題の潜在化。
• 広告表現における人種・文化・宗教等に関する差

別的及び不適切な表現が発生する可能性。

• 外部監査での指摘による出荷停止・再監査発生に
伴う調達の不安定化。

• 報道やSNSでの批判によるブランド毀損や採用競
争力低下。

• 差別やハラスメント事案の発生を起因とした離職
率の上昇につながるリスク。

• 管理職へのハラスメント防止研修を義務化。性
別・国籍・年齢などによる不当な扱いの予防。

• 採用、評価、昇格プロセスの透明化。評価基準の
標準化と説明責任の強化。

• 社内外の相談窓口の充実化と機能不全防止の取組
みの強化。

• サプライヤーへの方針策定および相談窓口導入の
促進と支援。

• 差別撤廃に関する方針策定にとどまらず、相談窓
口の実行的な運用、救済の実行への要求の高まり。

• 自社のみならずサプライヤーにおける相談窓口導
入への要請の拡大。

• 改善状況を数値で示すことが求められ、ESG格付
への反映も進む見通し。

高

高

高

中

中

高

中

リスク度

対象の工程

中リスク

原料 資材 製造 物流 小売

項目 内容

時間軸 短・中・長期

主な関
係部門

調達責任部門、製造責任部門、物流
責任部門、営業責任部門、企画開発
責任部門、店舗運営責任部門
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⑤結社の自由の尊重

リスクマップ・サマリーリスクマップ・サマリー

＝優先度中 低高

評価視点

リスク発生の要因 事業への影響

主な対策 国際潮流

労働組合の設立・加入・活動、団体交渉、ストライキ権の法的保障と実効性を確認し、労働者が集団的
権利を自由に行使できる環境が整っているか。

• バリューチェーン上の調達国における組合結成や権
利行使を阻む構造的制約。

• 原料調達国における非公式雇用・季節労働者・移住
労働者の脆弱性を背景とした、組織化や団体交渉が
困難となりやすい環境。

• 結社の自由が制限される国での強制労働や低賃金労
働の発生と労働争議による事業停止。

• 自社を含むバリューチェーン上での報復および弾圧
の発覚による、稼働中断や欠品、原価上昇等の供給
面の不安定化。

• 労使協議や苦情相談の形骸化による、従業員の意見
表明機会の喪失、不満を起因とした離職による事業
運営への影響。

• 労使間コミュニケーション体制の整備と、労働者
代表を通じた意見が経営判断に反映される仕組み
の構築及び定着。

• 自社における労使協議の議題、合意内容、実施状
況の社内ポータル等における可視化。

• サプライヤーへの方針策定および相談窓口導入の
促進と支援。

高

中

• ILOは結社の自由の実効確保を各国・企業に強く
要求する姿勢を強化。組合活動への妨害や報復が
依然重大課題であると指摘。

• 組合活動の妨害禁止や管理職教育に加え、苦情・
救済プロセスの整備、サプライチェーンでの労使
対話状況の確認等、運用面の強化を求める見通し。

中

中

中

リスク度

対象の工程

低リスク

原料 資材 製造 物流 小売

項目 内容

時間軸 長期

主な関
係部門

調達責任部門、物流責任部門、店舗
運営責任部門
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⑥労働環境の整備

リスクマップ・サマリーリスクマップ・サマリー

＝優先度中 低高

評価視点

リスク発生の要因 事業への影響

主な対策 国際潮流

長時間労働の発生状況や労働災害による死亡率といった実態データを用いて、安全で健康的な労働環境
が確保されているか、過重労働や致命的災害が構造的に生じていないか。

• バリューチェーン上での劣悪な労働環境、長時間
労働、不適切な人員配置等の常態化。

• 物流2024年問題で指摘された長時間待機、労働時
間管理の不備、倉庫内安全対策の不足。

• 繁忙期の業務量増加に伴う勤務計画の不備に起因
する健康障害や過労が発生しやすい環境。

• 自社の製造拠点における設備老朽化、安全教育不
足、危険物取扱いの不備。

• バリューチェーン上での労災や健康障害の増加を
起因した生産性低下や品質トラブルの発生。

• 物流事故や安全対策不足によるレピュテーション
リスク。

• 労災トラブル対応の長期化による供給ボトルネッ
クおよび安定調達への影響。

• 時間外割増による人件費増加およびサプライヤー
へのコスト転嫁。

• バリューチェーンにおける安全衛生管理の強化
（教育実施、設備点検、緊急時訓練、是正措置の
徹底）。

• バリューチェーンにおける労働時間の可視化（夜
勤を含む）と過重労働の抑制。

• 物流サプライヤーに対する取引慣行の見直しによ
る待機時間・労働時間管理の適正化。

• サプライヤーへのエンゲージメントを通じた労働
環境の実態把握と是正依頼。

• 強制労働・児童労働に次ぐ重要リスク分野として、
労働時間、休息、PPE支給率、事故件数等の安全
衛生KPI開示を求める動き。

• 欧州CSDDDにおいて予防・是正・モニタリングが
義務化される方向性と継続的な改善活動への要求
の高まり。

高

高

高

高

高

高

リスク度

対象の工程

高リスク

原料 資材 製造 物流 小売

項目 内容

時間軸 短・中・長期

主な関
係部門

調達責任部門、製造責任部門、物流
責任部門、営業責任部門、企画開発
責任部門、店舗運営責任部門
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⑦地球環境への配慮

リスクマップ・サマリーリスクマップ・サマリー

＝優先度中 低高

評価視点

リスク発生の要因 事業への影響

主な対策 国際潮流

大気質・水質・生物多様性・気候変動対策のパフォーマンスや、環境関連SDGsの達成度を参考に、環境
負荷の低減・資源管理・環境保護政策が十分に機能しているか。

• 茶・コーヒー・パーム等の原産地における森林減
少や土地収奪、水資源枯渇、土壌劣化の深刻化と
人権課題との密接なつながり。

• バリューチェーン上の製造工程における排水、廃
棄物処理、臭気管理の不備による、地域環境への
負荷と周辺住民への人権影響。

• 地域コミュニティとの対話不足による操業に伴う
生活環境への影響（騒音・交通負荷等）の顕在化。

• 森林破壊、土地紛争、水不足に起因する原料調達
先農園の操業不安定化および原料供給遅延とコス
ト上昇への影響。

• バリューチェーン上のサプライヤーにおける地域
住民への健康被害および苦情の累積による行政措
置、操業制限、改善命令の発生。

• バリューチェーンを対象とした森林破壊・土壌劣
化・水資源枯渇・土地紛争など環境アセスメント
の実施。

• 周辺住民との定期協議や説明会を通じた、環境影
響の把握と対応。

• 周辺住民も利用可能な相談窓口の設置と、是正プ
ロセスの整備。

• 2026年から義務化されるEUDR（EU森林破壊防止
規則）は環境規制に留まらず、土地権・人権との
統合DDを要求。環境負荷が人権侵害に直結するバ
リューチェーンへのリスク対象化。

高

中

中

高

リスク度

対象の工程

低リスク

原料 資材 製造 物流 小売

項目 内容

時間軸 長期

主な関
係部門

調達責任部門、製造責任部門
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⑧公正な取引および腐敗防止の徹底

リスクマップ・サマリーリスクマップ・サマリー

＝優先度中 低高

評価視点

リスク発生の要因 事業への影響

主な対策 国際潮流

行政・政治・公共サービスにおける腐敗の広がり、ガバナンスの透明性、腐敗防止制度の有効性を示す指
標を基に、汚職・不正のリスクや政府の透明性が確保されているか。

• バリューチェーンの原料調達国におけるガバナン
スの透明性不足および腐敗慣行に起因する不正調
達が発生しやすい環境。

• バリューチェーン上のサプライヤーにおける調
達・購買慣行に伴う買いたたき、下請法違反、不
当なコスト設定など、公正な取引条件が損なわれ
る可能性。

• 入札基準や契約更新基準の不明確さに起因する不
公正な取引慣行が生じやすい構造。

• バリューチェーン上での不正や贈収賄の発覚によ
る企業信頼の毀損。

• 不公正な取引圧力に起因する賃金未払いや過重労
働の誘発および労働環境の悪化。

• 下請法違反等の法令違反による事業運営およびバ
リューチェーンへの影響。

• 自社における調達・購買プロセスの標準化と、価
格決定ルール、入札基準、選定理由の透明性確保。

• 従業員および管理職への年次教育の実施。
• サプライヤーへの方針策定および相談窓口導入の

促進と支援。

• 腐敗防止に関する規範、教育、窓口設置等の防止
体制の証跡開示を求める動き。

• 中間業者の不透明性に起因する不正や搾取を排除
するため、バリューチェーンの簡素化や生産者と
の直接取引モデルへの移行が多国籍企業で加速。

高

中

高

中
中

リスク度

対象の工程

中リスク

原料 資材 製造 物流 小売

項目 内容

時間軸 中・長期

主な関
係部門

調達責任部門、製造責任部門、物流
責任部門、営業責任部門
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⑨移住労働者の権利保護

リスクマップ・サマリーリスクマップ・サマリー

＝優先度中 低高

評価視点

リスク発生の要因 事業への影響

主な対策 国際潮流

移住者受け入れに関する政策枠組み（差別禁止・社会参画など）や、移住労働者が搾取される脆弱性、政
府の保護・救済体制を確認し、移住労働者の権利が制度面・運用面で適切に保護されているか。

• 原料調達国における移住労働者（国内移住を含
む）に対する長時間労働や健康被害につながりや
すい状況。

• バリューチェーンにおける移住労働者への不利益
な契約、差別、文化的背景等から起因する搾取構
造。

• 採用手数料および関連費用の労働者負担、身分証
明書の取り上げ、社会保険未加入、不衛生な住環
境等の搾取的慣行。

• 労働・生活環境不備に起因する移住労働者の定着
率の低下。人員不足による稼働率の不安定化。

• 採用関連費用の本人負担を起因とした債務労働・
強制労働への加担。

• サプライヤーからの調達停止要請や行政指導、操
業や供給への影響。

• 国際的な監視強化によるESG評価の低下・レピュ
テーションリスク。

• 移住労働者の雇用に関する方針の策定。
• サプライヤーへのエンゲージメント実施による労

働・生活環境の確認と費用の把握。
• 移住労働者向け多言語対応による、就業規則・安全

衛生教育・労働契約説明の整備。
• 採用手数料及び関連費用の返還プロセスの実施。
• 透明性のある採用エージェントを通じた移住労働者

受け入れの検討及び実践。

• 労働者が費用を負担しない責任ある雇用の推進や、
仲介業者の調査、母国での採用プロセス確認の必
須化。

• バリューチェーン上の移住労働者比率や居住環境、
身分証明書管理の実態把握、相談窓口・救済の実
行など運用面の改善を伴うリスク管理が不可欠と
なる見通し。

• 企業における移住労働者に関する基準やガイドラ
インの策定の一般化。

高

高

高

高

高

中

リスク度

対象の工程

高リスク

原料 資材 製造 物流 小売

項目 内容

時間軸 短・中・長期

主な関
係部門

調達責任部門、製造責任部門、物流
責任部門、営業責任部門、企画開発
責任部門、店舗運営責任部門

中

中
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⑩地域コミュニティへの貢献

リスクマップ・サマリーリスクマップ・サマリー

＝優先度中 低高

評価視点

リスク発生の要因 事業への影響

主な対策 国際潮流

教育・医療・水衛生・住環境などの基本的生活基盤や、社会参加・機会の公平性を測る指標を用いて、
地域社会が健全に発展し、生活の質が確保されている環境かどうか。

• 地域コミュニティへの情報提供、対話不足による権
利確保や信頼関係構築の阻害。

• 原料サプライヤーの農園地域における教育・医療・
交通等のインフラ不足による住民の生活環境へのア
クセス制約。

• 農園・加工場など大規模事業者の強い影響力による
住民の意思決定参加や社会参加機会の制限。

• 住民の不満・不信の高まりによる行政への苦情や地
域反発への発展と操業や協働関係への影響。

• 住民の意見や苦情の把握不足によるリスク察知の遅
れや対応が後手に回る可能性。

• インフラ不足地域における労働者定着の困難による
安定操業や安定供給への影響。

• 自社製造拠点における、周辺住民も利用可能な相
談窓口の設置と是正プロセスの整備。

• 自社の製造拠点における地域協議会の定例化と住
民の意思決定参加権を尊重した地域課題の共有。

• サプライヤー農園・加工場への教育・医療・水衛
生・住環境（宿舎整備）への投資要請と地域住民
の生活基盤改善。

• 地域住民の意思決定参加・情報アクセス・苦情処
理の透明性がESG評価に直接反映される見通し。

• コミュニティとの関係性が調達判断に影響する傾
向が強まり、住民との関係指標が調達基準として
活用される見通し。

高

低

中 中

中

リスク度

対象の工程

低リスク

原料 資材 製造 物流 小売

項目 内容

時間軸 長期

主な関
係部門

調達責任部門、製造責任部門
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人権リスクマップ

深
刻
度

影
響
度

発生頻度
小

小

大

大

人権課題10項目に対して「影響度」と「発生頻度」の観点で評価。
右上にプロットされる項目ほどリスクが高く、重点的な管理と対応が必要であることを示す。

⑥

②
⑨

「10の人権課題」 （リスク値の高い順）

①

③
④

⑧

⑤
⑦

⑩

人権の尊重

移住労働者の権利保護

強制労働・不当な低賃金労働の防止

労働環境の整備

児童労働の禁止

差別の撤廃

公正な取引および腐敗防止の徹底

結社の自由の尊重

地球環境への配慮

地域コミュニティへの貢献
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